
東急不動産など新事業完成から40年や50年が過ぎた「築古(ちくふる) ビル」を壊さず、改修と用途転換で資産価値を高める動きが出てきた。国内では1990年代以前に完成したオフィスビルが全体の8割を占めるともいわれる。「ビル再
生」成功の条件は何か。東急不動産は新事業として京・で、して東京・渋谷で、完成から40年や50年ほどの2棟をオフィスに改修した。同社が採用したのは「再生建築」と呼ぶ手法だ。柱や梁(はり)は残し、他の設備を更新して耐震性を高める。1972年に竣工の旧

周辺で同規模の新築オフィスに近い賃料で成約しイスに近いでした。最上階の賃料は同社の渋谷のセットアップオフィスで最高水準だ。市場で不動産価値を保てる期間を第三者機関が「算定する「経済的耐用年数」も60年延び、2086年までとなった。

「となるファンドも組んど。出したらMRL「だ。出資したSMFLみ「らいパートナーズ不動産アセットファイナンス部の島誠哉部長は「第三者リポートで資産価値が向上するストーリーを合理的に説明してもらい、い「けると考えた」と語る。東急不動産は今後、札
「も再生建築の案件を探し「ていく。投資企画部の山「口太一部長は「解体費や「建築費の上昇で、再生を

起を生
「選ぶ可能性はさらに高ま「る」と勝算を明かす。立地・劣化を精査ただし、すべての築古ビルが再生に適しているわけではない。まず都心「部にあり、駅に近いことが有力な条件となる。そして劣化状況の精査も欠かせない。東急不動マンションは家具付きセ 再生ビルの売却受け皿 幌や大阪、名古屋などで「産の山口氏は「コンクリ

ットアップオフィスに刷新した。天井に欠き友け新した。天井に吹き抜けを設け、負荷を抑えて耐震性と開放感を高めた。築50年以上の物件だが、
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ートのひび割れが進んで「いると強度が落ち、再生「に適さない」と指摘する。これらの条件を満たしたしゃく行きたうえで、新築並みの収益を見込める物件は再生できる可を生がある。きる可能性がある。東京メトロの東銀座駅(東京・中央)から3分ほど歩くと、築40年のオフィスビルが見えてくる。タイル張りの外壁にブラインドを下ろした窓「が均一に並ぶ。
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「改善するため売りに出し※ていた。これに注目したのがヒューリックだ。当初は壊して新たなオフィスピルを建てることを検
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「討したが一建築費が高騰見込める資料では保「し、見込める賃料では採算が合わない」と社内で
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再生で資産価値が高まる
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④ 新築並みの賃料を見込める

再生事業で連携するリアルケイトがホテルへの刷新を提案し、方針は一転除を押楽し金にする。壊さないなら総工費は新築の2~3割で済む。東銀座は羽田空港に出やすく、高い客室単価
も見込めた。も見込めた

オフィスビルより賃料一で2倍以上の収益が見込
めると判断し、み切った。

応札に踏ヒューリックは2028年の完成を目指し、訪
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「日外国人に人気の「アパートメントホテル」へ改「修する、オフィスフロア「はレコニーに「はバルコニー付き客室に「変え、駐車場もジムやバ|ーに転換する。開業から
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約1年で売却し、投資資金を回収する計画た。リアルゲイトは「築古物件」の取得からリノベーションの設計・施工ま「で手がける。ヒューリッ7は2月に共同出資会社クは2月に共同出資会社を設けており、1000を設けており、1000億円を投じてビルの取得や改修を進める。都内の銀座や渋谷に4棟、合計で200億円規機の案件が決まっており、資産価値を高めて売
却益を狙う。

費用高騰が契機ヒューリックがビル再生に参入した背景にあるのは建築費の高騰だ。新事業創造部の岡本卓参「事役は「この数年で建築費は2~3倍になったが、賃料はそこまで上がっていない。スクラップ・アンド・ビルドでは事「業が回らない」と話す。
グラフィックス 内海 悠

こんな局面ではリ「ションも有力な選択\ となる。岡本氏は「リ\/ベなら他社の新築提案に対抗できる」と話す。築古ビル再生は始まっ「たばかりた。不動産調査のザイマックス総研(東「京・港)によれば、20直す25年7月の時点で東京23区にはオフィスビルが120棟ある。そのうち1990年代以前に完成の建物が8割を占めている。70年以前のビルは半数がリニューアルされていない。一方、築年数が古いほど改修による賃料上昇の効果が大きいとのデータもある。同社の調査でリニューアルから1~15年後のごレの青汁は「未後のビルの賃料は「未実「こ、10年以下施」に比べ、築20年以下で5%増、築21~35年で3.7%増だった。これに対し、築30年以上では16.7%増となった。建築費の高止まりは続くとみられ、新築オフィス供給が増える可能性はフリ終えがえるに低い。森ビルによると、23区の大規模オフィスの3 大見真フィスの合よう供給量は30年までの5年間で年平均8万平方「だ。これは1986年以「降の平均を2割下回る。
| ザイマックス総研の曽「我部哲人主任研究員は「築年数の経過で賃料下「落や空室化が進めば、収益性を失った管理不全の築古ビルが増えて『空き都心では用地不足で不ビル問題』が浮上するリ

動産の入札競争が激化し
スクもある」と指摘する。ているが、土地代や建築築古ビルを「目利き」し、

「当の上昇で新築、ごレの果「費の上昇で新築ビルの採算が見通しにくい。応札「価格の引き上げも難し
手可な物牛耳機再生可能な物件を再び機「能させる重要性が高まっている。(斎藤萌)
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